
 

   

 『新しい相続・財産管理の方法～民事信託～』 

 第７回 障がいのある子へ、上手に資産を承継させるケース 

 

  

相続人がいない場合の財産の承継先 

 亡くなった方の財産はその相続人に承継されますが、もし本人に相続人がいない場合、財産は国のも

のになります。相続人がいない子に上手に資産を承継させたい場合は、信託を活用する方法がありま

す。 

 例として「自分が死んだら、財産を障がいのある子に承継させる。そして子が死んだらその残った財

産はお世話になった親戚や社会福祉法人に寄付する」という内容の信託を組む事によって、遺言を書け

ない子の財産の承継先を指定することができます。民法上無効とされている、いわゆる『後継ぎ遺贈』

の遺言のような方法を信託を活用すると、国のものにならずに、親の想いを実現させることができるよ

うになります。 

 

【相談事例】相談者Ａさん（８５歳） 

『私Ａは、賃貸アパートを所有しています。最近健康がどうもすぐれず、物忘れも出てくるようになり

ました。 

 

これまで賃貸アパートの管理は長男Ｂ（５０歳）に手伝ってもらっているので安心ですが、心配なのは

長女のＣ（４７歳）です。先天的に知的障がいがあり、施設で過ごしています。 

 

私Ａにもしもの事があった際に、賃貸アパートの管理等諸々や長女Ｃの今後の生活が心配ないように

するにはどうすれば良いでしょうか。 

 

長男Ｂは、長女Ｃの面倒を自分が責任を持って見てくれると言ってます。 

 

また、司法書士法人Ｐには昔から世話になっており、今後のこともお願いしたいと思っています。 

最終的には長男ＢとＢの嫁、そして孫に資産が行くようにしてくれればよいと考えています。』 
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【資産の承継先のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

【解決策】 

Ａさんと、長男Ｂとの間で民事信託の契約を締結します。その内容は、委託者がＡさん、受託者が長

男Ｂとなり、賃貸アパート、現金１０００万円を長男Ｂに託します。当初受益者をＡさん、Ａさんが

亡くなった後の受益者を長女Ｃにすることで、Ａさん死亡後はアパートの家賃は長女Ｃさんのものに

なり、長女Ｃの生活費等の財産の給付を長男Ｂが行います。Ａさんと長女Ｃが亡くなったら信託が終

了するように定め、長男Ｂがアパートを売却し、売買代金をお世話になった社会福祉法人に１０００

万円を寄付し、残りのすべての財産を長男Ｂに帰属させるようにします。長男Ｂが最後まで義務を果

たしていることを監督するために、司法書士法人Ｐを信託監督人として指名します。 

 

【今回の信託スキーム】 

・委託者：Ａ 

・受託者：長男Ｂ 

・受益者：当初受益者Ａ、第二受益者長女Ｃ 

・信託財産：賃貸アパート、現金 

・信託期間：無期限 

・信託終了事由：Ａおよび長女Ｃの死亡 

・残余財産の帰属先指定：長男Ｂ 

・信託監督人：司法書士法人Ｐ（任意） 
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信託を利用するメリット 

・Ａさんが亡くなった後、財産を長女Ｃが実質承継することができる。また、遺言をする能力がない

がＣ使い切れなかった財産は、Ａさんの希望通りに長男Ｂとお世話になった社会福祉法人へ承継す

ることができる。 

・Ａさんが認知症や病気になっても、長男Ｂが受託者の権限で不動産の修繕・賃貸、売買契約などの

締結をすることができる。 

（文責 ： 司法書士 重信吉孝） 

 

 本レポートは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については各々固有・格別の事情・状況に

応じた適切な助言を求めていただく必要がございます。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的な

見解であり、当法人若しくは当グループ又は当法人のクライアントの見解ではありません。 

 PLUS Report では、本誌をより充実させ皆様に有益な情報を発信していくため、皆様のご意見・ご感想を

お待ちしております。採りあげますテーマなどお気軽にご意見やご要望をお寄せ頂けましたら幸いです。

（PLUS Report 事務局 plus-report2@plus-office.com） 
 

 

（お問合せ先） プラス事務所～司法書士法人・土地家屋調査士法人・行政書士法人～ 

             博多オフィス   司法書士 重信吉孝  

東京オフィス 〒104-0031 

 東京都中央区京橋1丁目1番1号 八重洲ダイビル5F 

 TEL 03-3516-1447 / FAX 03-3516-1448 

佐世保オフィス 〒857-0041 

 長崎県佐世保市木場田町1番1号 松永ビル1F 

 TEL 0956-23-5400 / FAX 0956-23-5440 

熊本オフィス 〒860-0806 

 熊本市中央区花畑町4番1号 太陽生命熊本第2ビル 6F 

 TEL 096-342-4300 / FAX 096-342-4302 

福岡オフィス 〒810-0001 

 福岡市中央区天神2丁目14番8号 福岡天神センタービル3F 

 TEL 092-752-8266 / FAX 092-752-8267 

博多オフィス 〒812-0012 

 福岡市博多区博多駅中央街８番２７号 第１６岡部ビル１０F 

 TEL 092-461-7750 / FAX 092-461-7751 
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